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ユニバーサルな交通環境整備に向けての要望書

国土交通省におかれては日頃より、高齢者・障害者等の移動に制約を持つ者のバリア解消に向けてご尽力賜り感謝申し上げます。

　2000年に制定された交通バリアフリー法のもとで、鉄道駅の施設整備をはじめとする交通環境整備が徐々にではありますが着実に進められ、
移動面での自由が一定の広がりをみせて来ております。しかし、上記法律には積み残された課題も多く、また地域間格差の一層の拡大や三輪型電動車いすの乗車拒否等といった新たな問題も浮かび上がってきております。
　こうした状況を前に政府・国土交通省は交通バリアフリー法の見直しを図られ、今年６月にハートビル法との一本化を主旨とするバリアフリー新法を制定されました。ＤＰＩ日本会議をはじめとするバリアフリー環境整備に取り組んでいる障害当事者の多くは、この新法制定に重大な関心を抱き、交通機関の利用を制約されている当事者の立場から積極的な意見提起を行ってまいりました。中でもすべての障害者・高齢者等の移動の権利の保障を法律に明記することを求めて再三にわたり意見提起を行いましたが、残念ながらこの法律においても移動の権利の保障に関する文言を盛り込むことは見送られてしまいました。交通機関を利用するすべての者の権利が重んじられ、その権利を正当に行使して自由に移動することの出来る状況を作り出すことが重要であるという認識のもとに、国土交通省におかれては、移動の権利の保障に向けて具体的な施策を講じられることを、改めて要望する者であります。

　交通環境整備に関しては、移動に制約を課せられた当事者のあらゆる場面での積極的な関与が必要であると考えるものです。貴省においてもこうした主張にご理解頂き、新法にでは基本構想懇談会への当事者の参画や住民提案制度等を盛り込み、当事者関与の道を開かれようとしています。今後はこの方向をさらに推し進め、交通環境整備に関しては基本構想の検討だけではなく、具体的な計画づくりや施設整備の検証、さらに事後評価等にいたる全体的な過程における当事者関与の必要性を強く認識され、関係自治体や事業者の意識向上に向けて具体的な施策を講じられることを強く求めるものであります。
　今回のバリアフリー新法では、その対象を従来の「高齢者、身体障害者等」から「高齢者、障害者等」とし、範囲を広げられました。この動きをより大きなものとし、「いつでも、だれでも、どこでも」「自由に、安全に、円滑に」というユニバーサルな思想のもとで、よりレベルを高めた交通政策・運輸政策を講じられるよう要望するとともに、以下の諸点に対する早急な対応を講じられるよう併せて要望いたします。
